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40 地域密着型通所介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 27 号２イに該当す

る場合は「地域密着型通所介護事業所」と、同号ロに該当する
場合は「療養通所介護事業所」と、それぞれ記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 20 条に定める基準を満たさなくなった場合
は、欠員該当職種を記載させること。 
なお、職員の欠員とは、指定地域密着型通所介護の単位ごと

の１月当たり職員数が当該基準に満たない場合をいう。 
③ 「時間延長サービス体制」については、通所介護と同様であ

るので、７③を準用されたい。 
④ 「共生型サービスの提供」については、障害福祉制度の指定

生活介護事業所が、介護保険制度の共生型地域密着型通所介護
の指定を受け、実際に要介護高齢者に対してサービス提供を行
うことが可能な場合は「生活介護事業所」に、障害福祉制度の
指定自立訓練事業所が、介護保険制度の共生型地域密着型通所
介護の指定を受け、実際に要介護高齢者に対してサービス提供
を行うことが可能な場合は「自立訓練事業所」に、障害福祉制
度の指定児童発達支援事業所が、介護保険制度の共生型地域密
着型通所介護の指定を受け、実際に要介護高齢者に対してサー
ビス提供を行うことが可能な場合は「児童発達支援事業所」に、
障害福祉制度の指定放課後等デイサービス事業所が、介護保険
制度の共生型地域密着型通所介護の指定を受け、実際に要介護
高齢者に対してサービス提供を行うことが可能な場合は「放課
後等デイサービス事業所」に、それぞれ「あり」と記載させる
こと。 

⑤ 「生活相談員配置等加算」については、通所介護と同様であ
るので、７⑤を準用されたい。 

⑥ 「入浴介助体制」については、通所介護と同様であるので、
７⑥を準用されたい。 

⑦ 「中重度者ケア体制加算」については、通所介護と同様であ

37 地域密着型通所介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 27 号２イに該当す

る場合は「地域密着型通所介護事業所」と、同号ロに該当する
場合は「療養通所介護事業所」と、それぞれ記載させること。 

② 「時間延長サービス体制」については、通所介護と同様であ
るので、６②を準用されたい。 

③ 「中重度者ケア体制加算」については、通所介護と同様であ
るので、６③を準用されたい。 

④ 「個別機能訓練体制」については、事業所が同一の日の異な
る時間帯に２以上の単位（指定地域密着型サービス基準第 20 条
に規定する指定地域密着型通所介護の単位をいう。以下同じ。）
を行う場合にあっては、配置の状況を指定地域密着型通所介護
の単位ごとに記載するのではなく、事業所としての配置状況を
記載させること。例えば、２つの指定地域密着型通所介護の単
位を実施している事業所にあって、一方の指定地域密着型通所
介護の単位で加算Ⅰの対象となる機能訓練指導員を配置し、も
う一方の指定地域密着型通所介護の単位で加算Ⅰの対象となる
機能訓練指導員を配置していない場合については、「加算Ⅰ」
と記載させること。 
なお、個別機能訓練体制を限定しない場合は、「加算Ⅰ」「加

算Ⅱ」の全てを記載させること。 
⑤ 「認知症加算」については、通所介護と同様であるので、６

⑤を準用されたい。 
⑥ 「入用介助体制」については、通所介護と同様であるので、

６⑥を準用されたい。 
⑦ 「栄養改善体制」については、地域密着型サービス介護給付

費単位数表注 11 に該当する場合に「あり」と記載させること。 
⑧ 「口腔機能向上体制」については、地域密着型サービス介護

給付費単位数表注 12 に該当する場合に「あり」と記載させるこ
と。 

⑨ 「個別送迎体制強化加算」については、地域密着型サービス
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るので、７⑦を準用されたい。 
⑧ 「生活機能向上連携加算」については、通所介護と同様であ

るので、７⑧を準用されたい。 
⑨ 「個別機能訓練体制（Ⅰ）」については、大臣基準告示第 51

号の３イに該当する場合に、「あり」と記載させること。 
⑩ 「個別機能訓練体制（Ⅱ）」については、大臣基準告示第 51

号の３ロに該当する場合に、「あり」と記載させること。 
⑪ 「ADL 維持等加算」については、通所介護と同様であるので、

７⑪を準用されたい。 
⑫ 「認知症加算」については、通所介護と同様であるので、７

⑫を準用されたい。 
⑬ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同

様であるので、７⑬を準用されたい。 
⑭ 「栄養改善体制」については、地域密着型サービス介護給付

費単位数表注 11 に該当する場合に「あり」と記載させること。 
⑮ 「口腔機能向上体制」については、地域密着型サービス介護

給付費単位数表注 12 に該当する場合に「あり」と記載させるこ
と。 

⑯ 「個別送迎体制強化加算」については、地域密着型サービス
介護給付費単位数表注 13 に該当する場合に「あり」と記載させ
ること。 

⑰ 「入浴介助体制強化加算」については、地域密着型サービス
介護給付費単位数表注 14 に該当する場合に「あり」と記載させ、
浴室部分の状況が分かる「平面図」を添付させること。 

⑱ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―４）
「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑲ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑧を準用されたい。 

介護給付費単位数表注 13 に該当する場合に「あり」と記載させ
ること。 

⑩ 「入浴介助体制強化加算」については、地域密着型サービス
介護給付費単位数表注 14 に該当する場合に「あり」と記載させ、
浴室部分の状況が分かる「平面図」を添付させること。 

⑪ 「職員の欠員による減算の状況」については、指定地域密着
型サービス基準第 20 条に定める基準を満たさなくなった場合
は、欠員該当職種を記載させること。 
なお、職員の欠員とは、指定地域密着型通所介護の単位ごと

の１月当たり職員数が当該基準に満たない場合をいう。 
⑫ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同

様であるので、６⑩を準用されたい。 
⑬ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―４）

「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑭ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑦を準用されたい。 

41 認知症対応型通所介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 28 号イに該当する

38 認知症対応型通所介護 
① 「施設等の区分」については、施設基準第 28 号イに該当する
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場合は「単独型」、同号ロに該当する場合は「併設型」と、同
号ハに該当する場合は「共用型」と記載させること。 

② 「職員の欠員による減算の状況」については、単独型・併設
型においては、指定地域密着型サービス基準第 42 条、共用型に
おいては、第 45 条に定める基準を満たさなくなった場合は、欠
員該当職種を記載させること。 
なお、職員の欠員とは、指定認知症対応型通所介護の単位ご

との１月当たり職員数が当該基準に満たない場合をいう。 
③ 「時間延長サービス体制」については、通所介護と同様であ

るので、７③を準用されたい。 
④ 「入浴介助体制」については、通所介護と同様であるので、

７⑥を準用されたい。 
⑤ 「生活機能向上連携加算」については、通所介護と同様であ

るので、７⑧を準用されたい。 
⑥ 「個別機能訓練体制」については、地域密着型サービス介護

給付費単位数表注６に該当する場合に、「あり」と記載させる
こと。 

⑦ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同
様であるので、７⑬を準用されたい。 

⑧ 「栄養改善体制」については、地域密着型サービス介護給付
費単位数表注８に該当する場合に「あり」と記載させること。 

⑨ 「口腔機能向上体制」については、地域密着型サービス介護
給付費単位数表注 10 に該当する場合に「あり」と記載させるこ
と。 

⑩ 「サービス提供体制強化加算」については、（別紙 12―９）
「サービス提供体制強化加算に関する届出書」を添付させるこ
と。 

⑪ 「介護職員処遇改善加算」については訪問介護と同様である
ので、２⑧を準用されたい。 

場合は「単独型」、同号ロに該当する場合は「併設型」と、同
号ハに該当する場合は「グループホーム等活用型」と記載させ
ること。 

② 「時間延長サービス体制」については、通所介護と同様であ
るので、６②を準用されたい。 

③ 「個別機能訓練体制」については、事業所が同一の日の異な
る時間帯に２以上の単位（指定地域密着型サービス基準第 42 条
に規定する指定認知症対応型通所介護の単位をいう。以下同
じ。）を行う場合にあっては、配置の状況を指定認知症対応型
通所介護の単位ごとに記載するのではなく、事業所としての配
置状況を記載させること。例えば、２つの指定認知症対応型通
所介護の単位を実施している事業所にあって、一方の指定認知
症対応型通所介護の単位で加算対象となる機能訓練指導員を配
置し、もう一方の指定認知症対応型通所介護の単位で加算対象
となる機能訓練指導員を配置していない場合については、「加
算Ⅰ」と記載させること。 

④ 「入浴介助体制」については、通所介護と同様であるので、
６⑥を準用されたい。 

⑤ 「栄養改善体制」については、地域密着型サービス介護給付
費単位数表注７に該当する場合に「あり」と記載させること。 

⑥ 「口腔機能向上体制」については、地域密着型サービス介護
給付費単位数表注８に該当する場合に「あり」と記載させるこ
と。 

⑦ 「職員の欠員による減算の状況」については、単独型・併設
型においては、指定地域密着型サービス基準第 42 条、グループ
ホーム等活用型においては、第 45 条に定める基準を満たさなく
なった場合は、欠員該当職種を記載させること。 
なお、職員の欠員とは、指定認知症対応型通所介護の単位数

ごとの１月当たり職員数が当該基準に満たない場合をいう。 
⑧ 「若年性認知症利用者受入加算」については、通所介護と同

様であるので、６⑩を準用されたい。 


